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新株予約権の大量行使、並びに主要株主である筆頭株主の異動に 
関するお知らせ 

 

平成 24年 6月 8日開催の取締役会において決議致しました、第三者割当による第 3回新株予約権発行に関し、

大量行使が行われ当該新株予約権の行使により主要株主である筆頭株主に異動が発生いたしましたので、下記のとお

りお知らせいたします。                                        

記 

 

１．新株予約権の大量行使 

① 行使報告  

(1) 新株予約権 の 名 称  株式会社プリンシバル･コーポレーション 第 3回新株予約権  

(2) 行使日 平成 24 年 6月 27日  

(3) 行使価額 １株当たり 18円  

(4) 行使新株予約権個数  有限会社トーヨーコーポレーション 200個 

(5) 交付株式数   20,000,000株 

(6) 行使額面総額  360,000,000 円  

(7) 未行使残存額  360,000,000 円 

(8) 未行使残存個数 有限会社トーヨーコーポレーション 50個 

N.D.C INVESTMENT PTE. LTD 150個 

(9)  行 使 期 間  自 平成 24年 6月 27日  至 平成 25年 6月 26日 

 

② 平成 24年 6月 27日現在の発行済株式数及び資本金の額   

(1) 発行済株式数普通株式 94,159,300株 

(2) 資 本 金 の 額    807,732,959 円 

  

③ 調達した資金の充当実績状況及び今後の支出予定  

平成 24 年 6 月 8 日に開示致しました「第三者割当により発行される新株予約権の募集に関するお知らせ」のとおり、

①平成 24年 3月期株主総会開催等費用、②当社未払債務の支払、③当社子会社（㈱ハミングステージ）の未払債務

の支払、④運転資金、⑤借入金の返済、及び⑥当社既存事業増強費用に関する資金として充当予定ですが、その支

出時期につきましては、計画が決定するまでは現預金として保有いたします。計画の詳細が決定次第お知らせいたし



ます。 

 

④ 今回の新株予約権の大量行使に関する当社の見解について   

本新株予約権の行使により資本を増強し、当社の財務基盤を強化することは当社の企業価値の向上に資するもので

あります。また、調達資金を債務の支払及び借入金の返済、運転資金、及び当社既存事業増強費用に充当すること

は、当社グループの収益力強化のためには必要不可欠なものであり、今般の資金調達の規模、資金使途は合理的な

ものであると考えております。  

 

（ご参考）  

平成 24年 6月 27日までの第 3回新株予約権の行使状況 

行使日 交付株式数（株） 行使価額（円） 行使金額の総額（円） 

平成 24年 6月 27日（今回） 20,000,000 18 360,000,000
 

２．主要株主である筆頭株主の異動 

① 異動が生じた経緯  

平成 24年 6月 8日開催の取締役会において決議致しました、第三者割当による第 3回新株予約権に関し、有限

会社トーヨーコーポレーションが大量に行使を行ったため、行使により主要株主である筆頭株主に異動が発生いた

しました。 

 

② 異動した株主の名称 

（1） 名 称  有限会社トーヨーコーポレーション 

（2） 所 在 地  東京都中央区日本橋人形町一丁目 14番 8号 

（3）代表者の役職氏名  取締役 瀧澤泰三 

（4）主な事業内容  不動産、投資業 

（5）資本金の額  1,000万円 

 

③ 当該株主の異動前後における議決権数(所有株式数)及び議決権の総数に対する割合  

大株主順位  

 議決権の数 

（所有株式数） 

総株主の議決権の数

に対する割合 ※ 

大株主順位 

異動前 ― ― ― 

異動後 20,000個 

（20,000,000株） 

21.24％ 第 1位 

※ 議決権を有しない株式として発行済株式総数から控除した株式数2,399株 

平成24年6月27日現在の発行済株式総数94,159,300株 

 

④ 異動年月日  平成 24年 6月 27日  

 

⑤ 今後の見通し  



主要株主となる有限会社トーヨーコーポレーションは、権利行使に伴う株式の保有方針として、短期保有であり、当社

普通株式を純投資目的で保有する方針であり、当社株価が大幅な下落となる影響がないように、可能な限り市場動向に

配慮しながら当該当社普通株式を売却していく旨の表明を受けております。そのため、本件が当社の業績に与える影響

はありません。 

 

以上 

 


